
「市民参加・協働に関する取組み調査」内容別結果一覧 調査期間:平成19年7月9日～25日

【現在市民参加を行っている事業】

担当課 事業名 事業概要 市民参加の方法 この方法を取り入れた理由 この市民参加実施による成果
この市民参加実施上の問題点・課題

点
左記問題点の解決方法及び
より発展させるための工夫

1

政策財務
課

富士見市行
財政改革市
民会議

富士見市の行財政改革の推
進に当たり、広く市民の意
見、提言を求めるもの。

市民会議は、各分野の団体か
らの推薦者と公募市民を含め
た委員12人で構成し、年２回
の会議をもって、富士見市の
行財政改革項目等に対する意
見をいただく。

行政内部だけでなく、市民の
意見を直接伺い、幅広く市民
意見を反映させながら地方行
革の推進を図る必要があるこ
とから。

市民の日常生活から来る問題
提起や市役所の窓口業務など
の問題点、民間の視点から見
た改革提案などが寄せられて
おり、行政内部の意識改革に
つながっている。

行財政改革は、行政の各分野にわ
たる広範且つ専門的なことでもあ
り、市民の方々にとってはなじみ
が薄いものであることから、会議
時間が限られている中で十分な検
討を行っていただくには制約があ
る。検討時間が不足気味である。
　

会議は市民委員の参加に配慮して平
日の夜間に行っており、開催日数を
多くすることは難しい。このため、
会議資料の事前配布に努め､できる限
り効率的な会議の開催に努力してい
る。また、市として検討していただ
きたい問題点、課題等の絞込みを行
い、分かりやすい資料を作成し、議
論が集中できるよう配慮するととも
に、これまでもペーパーでの意見提
出をお願いしてきたが、アンケート
等も活用して、会議以外での意見集
約等を図っていくことを検討した
い。

2

政策財務
課

市民意識調
査

より市民ニーズに即した施
策を進めていくために、市
民を対象に意識調査を行い
当市に対する思いや、市が
実施している施策に対する
評価を把握します。

富士見市在住の１８歳以上の
男女の中から３，０００人を
抽出し調査を行いました。
第11回(平成18年度実施)
第12回(平成21年度実施予定)

調査票での提出という方式を
取ることにより、市政懇談会
などではなかなか参加できな
い市民など、幅広い層の市民
の思いや意見を得ることが出
来ると考えたため。

市民が考える当市の問題や課
題、施策に対する満足度・重
要度等を把握することが出来
た。

・意識調査の結果を、行政運営に
上手く利用できていない。
・より細かな事業等に対する市民
意識の把握が出来ない。

・市民意識調査の施策推進上の位置
付けを検討する。
・インターネットを利用するなど、
他の調査方法の検討も行う必要があ
る。

3

協働推進
課

市民参加及
び協働推進
市民懇談会

自治基本条例に基づき、市
民参加及び協働によるまち
づくりの推進のために提言
を行う。

地域コミュニティやボラン
ティア等各種団体からの推薦
委員と、公募による市民から
の委員で組織し、実践的活動
を行う幅広い層の市民から提
案を行う。

市民参加・協働という市民生
活に密着した内容のため、実
際に様々な活動をしている市
民の視点が重要であると考え
た。

平成19年3月に2年間の取組み
まとめとして「市民参加・協
働に関する提言書」が提出さ
れた。平成19年度の本懇談会
においては、その中の具体的
取組みのひとつとして優先度
が高い「出前講座」につい
て、様々な視点からの意見提
案が期待される。

・組織改正により所管が今年度か
ら移行したため「市民参加・協
働」という考え方がどこまで浸透
し、どのように受け止められてい
るのかが未知数である。
・「市民参加・協働」を基調とす
る自治基本条例や関連規則・指針
などの法的な部分が、実際の活動
ではどう関わっているのかを理解
してもらい、また今後の方向性に
ついてどう展開させていくべきか
が課題となる。

今期の委員については、「出前講
座」についての検討や「自治基本条
例」の見直しなど具体的検討事項が
主体となるため、先進市の情報提供
に努めながら委員の実践的活動を踏
まえた意見提案を図っていく。

4

協働推進
課

パブリック
コメント制
度

自治基本条例及び市民参加
手続規則に則り、重要施策
の策定又は改廃にあたり、
事前に趣旨、内容等を公表
し市民の意見を聴くととも
に、当該意見に対する市の
考え方を公表し当該意見を
勘案して意思決定を行う。

重要施策の策定又は改廃にあ
たり、事前に趣旨、内容等を
市広報やホームページを利用
して公表し、それに対する市
民（在住者、在勤者、利害関
係人等）の意見をきく。

施策の形成段階等で市民意見
を取り入れることができると
考えたため。

政策形成段階で市民意見を反
映する機会となっている。

・案件によって意見提案数にばら
つきが見受けられる。
・担当課では計画策定という流れ
の中で時間的制約を受け、日程調
整について苦慮している。
・担当課の判断結果や考え方が市
民に伝わりづらい。

広報紙、ホームページ等への掲載方
法を工夫し、市民への周知拡大に努
める。

5

協働推進
課

審議会等の
設置運営に
関する指針

市民参加機会を拡充するた
めに、公募による選任に努
める等幅広い市民の選出を
考慮するよう規定するも
の。

幅広い市民層を選任する観点
から、「委員の長期在任の抑
制（１０年以内）」「委員の
多数兼職の抑制（３機関以
内）」「公募による選任」
「女性委員の割合４０％目
標」を定めている。

「自治基本条例」及び「市民
参加手続規則」に則った市民
参加推進のために、審議会等
設置運営の基準を定める必要
があった。

職員の意識が高まり、審議会
等設置及び委員改選の際に
は、公募に極力努めるととも
に、兼職数、男女比率等につ
いても配慮するようにしてい
る。

審議会等によっては、学識経験
者・専門知識を有する者を充てる
委員も多いため、幅広い市民層を
取り込むことが課題となってい
る。

当指針の意識付けを継続して行い、
審議会等の設置や委員の改選時には
指針の徹底を図るよう努める。
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6

協働推進
課

男女共同参
画推進事業

男女共同参画講演会・セミ
ナー等の企画・運営
男女共同参画推進条例制定
に向けた検討

地域における男女共同参画推
進のため、毎年男女共同参画
推進会議の委員を公募してい
る。月１回程度会議を開催
し、男女共同参画の講演会・
セミナー等の企画および条例
制定に向けた検討を行ってい
る。

市民の視点を重視し、より効
果的な事業の開催に努めるた
めに導入。
昭和５７年の婦人問題懇話会
開催をきっかけに、翌昭和５
８年婦人問題研究集会発足。
平成６年に女性問題啓発事業
企画運営委員会に名称変更、
その後も平成１０年に女性問
題推進委員会、平成１１年に
男女平等推進会議、平成１３
年に男女共同参画推進会議に
名称変更、現在に至る。

・市民が企画に携わることに
より、自発的に男女共同参画
普及への取組みを考える機会
を提供でき、事業を地域でＰ
Ｒをすることにより、内から
の意識啓発ができる。
・定例的に会議をもつことに
より、市民の生の声を継続的
に聴くことができる。

・企画や自主学習において、市民
の自主性が乏しい。
・メンバーについては１年任期の
公募制としているが、実際は固定
化の傾向があり、企画提案につい
てもマンネリ化しやすい傾向があ
る。

・今後市民会議へと発展していくた
めにも、市民同士の活発な学習・活
動を促し、市民の自主的取組を促す
必要がある。自らが核となって、地
域の男女共同参画の推進を担ってい
くという意識付け、行動ができるよ
うな学習機会を提供していきたい。
同時に、「協働」のよりよい在り方
について一緒に検討していく。
・広報等で広く男女共同参画の取組
みを紹介し、同時に生活に密着した
事業の企画・運営に努めながら、新
しいメンバーの参加にもつなげた
い。

7

協働推進
課

富士見市民
文化会館キ
ラリふじみ
事業運営サ
ポート委員
会

キラリふじみの自主事業を
サポートする。

・館長が委嘱する２０名程度
の委員をもって組織されてい
る。
・この委員会は、市民から公
募した建設検討委員会、開館
記念事業実行委員会の解散
後、そのメンバーや開館記念
事業手伝った方を中心に組織
した。月１回定例会を行い、
自主事業の企画・提案、検証
を行なう。また、事業ＰＲの
ために口コミ発信者となり、
無料公演の当日運営をサポー
トしている。

キラリふじみの基本理念であ
る「ひとづくり・まちづく
り・未来づくり」に基づき、
文化を生み出す人材や環境を
育て、市民に身近な文化会館
にするため。

・事業の方向性を市民参加で
決めているので、自主事業の
演目等を決める際に、市民の
声を反映することができる。
・文化活動の裾野を広げ、市
民から人材発掘するアンテナ
としての役割を果たす。ま
た、市民文化を育成し、発展
させる土壌作りができる。

・事業の企画にいて、長期的な視
点を保てるか。
・事業ジャンルのバランスを考え
た企画ができるか。個人的意見に
流されないか。委員に統一した意
思の疎通や、意見の相違があった
場合の集約が難しいなど、公募委
員の限界がある。
・委員の立場の明確化が難しく、
どこまでの責任と権限を決めるか
があいまい。委員の自主性を重ん
じることと事務局のかかわり方の
兼ね合いが難しい。

・事業の客観的評価方法の確立に向
け、外部の声も入れて議論する。
・情報を広く公開し、意見交換す
る。広く人材発掘のアンテナを張
り、できるだけ多くの市民を巻き込
み、委員にふさわしい人選をする。

8

福祉課 地域福祉計
画策定事業

社会福祉法第１０７条に規
定する市町村地域福祉計画
の策定

各小学校区ごとに懇話会を実
施（懇話会委員、一般参加、
各地区３回、全体２回、委員
の研修３回程度）<１８年１
小学校区、１９年１０小学校
区>策定委員会開催<２０年度
から>
市民アンケートの実施予定<
２０年度>

地域福祉計画では、行政と市
民の協働がいままで以上に必
要なため
市民の主体的な参加を実現す
るため

計画策定の過程で、地域福祉
の推進役となる地域住民の意
識の啓発ができる
行政と市民の協働、信頼関係
の構築

一般の懇話会参加者が少なく、限
定の出席者の意見だけになる危険
がある。
抽出課題が福祉以外の分野となっ
た場合の調整
懇話会の開催が土曜日を主にして
おり、一般職員の参加が課題
計画策定時も市民参加が必要であ
るが、策定後の活動の主体となる
市民の育成が必要であり、そのシ
ステムづくりも課題

ホームページ等の活用で周知をはか
る
意見のまとめ方法の検討
実際の活動を行う際の、役割分担を
明確にする事の検討

8

障害福祉
課

障害者計画
事業

富士見市障害者計画、富士
見市障害福祉計画策定

計画策定段階でのアンケート
およびパブリックコメントを
実施している。

市民参画型の推進委員会と
なっていないことから、障害
当事者を中心とした意見や生
活実態を反映するため

生活実態や意見を一定反映し
た計画策定を実現できた
平成16年10月市民アンケート
調査
回答者数
・身体障害者596人　・精神
障害者24人　・知的障害者
107人　・難病患者62人

・アンケート結果や目標に対する
吟味を十分行えなかった。
・目標実現への具体化を、市民・
関係者全体で創意と工夫、あるい
は最新の情報交換で先進的に実施
していくという方向になっていな
い

・計画策定段階から有識者や障害当
時者で構成する協議会組織を立上
げ、議論を重ねる。
・計画策定後の施策推進レベルでも
行政任せにならないよう、策定時か
ら一貫性のある推進協議会運営とす
る。

2/16ﾍﾟｰｼﾞ



「市民参加・協働に関する取組み調査」内容別結果一覧 調査期間:平成19年7月9日～25日

【現在市民参加を行っている事業】

担当課 事業名 事業概要 市民参加の方法 この方法を取り入れた理由 この市民参加実施による成果
この市民参加実施上の問題点・課題

点
左記問題点の解決方法及び
より発展させるための工夫

9

高齢者福
祉課

地域包括支
援センター
運営協議会

富士見市の地域包括支援セ
ンター運営に関する計画策
定に関する提言

委員１３名のうち、４０歳以
上の介護保険被保険者代表と
して、公募により３名の方が
参加している。

市の計画を策定するためのも
のであり、４０歳以上の被保
険者の市民の方の意見を取り
入れるため。

介護保険等の計画の作成にあ
たり、行政の対応だけでな
く、地域の高齢者の自身独自
の介護予防の取組み、各地域
のボランティア団体等との連
携等に対する行政施策の策定
に大きな影響・効果が上がっ
ている。

公募の委員３名であり、市内６５
歳以上高齢者約１８，０００名の
代表としは、意見反映に限度があ
る。
他の市民参加についても、検討が
必要である。

介護保険事業等計画（案）に対する
公聴会等の開催、意見募集の実施

10

高齢者福
祉課

地域密着型
サービス運
営協議会

富士見市の地域密着型サー
ビス事業所の整備・運営等
に関する計画策定に関する
提言

委員１３名のうち、４０歳以
上の介護保険被保険者代表と
して、公募により３名の方が
参加している。

市の計画を策定するためのも
のであり、４０歳以上の被保
険者の市民の方の意見を取り
入れるため。

介護保険等の計画の作成にあ
たり、地域の高齢者の実態に
あわせた密着型サービスの整
備・運営に関する意見の聴取
や各地域のボランティア団体
等との連携等に対する行政施
策の策定に大きな影響・効果
が上がっている。

公募の委員３名であり、市内６５
歳以上高齢者約１８，０００名の
代表としは、意見反映に限度があ
る。
他の市民参加についても、検討が
必要である。

介護保険事業等計画（案）に対する
介護保険要介護認定者、介護保険事
業者、居宅介護支援専門員に対する
アンケート調査の実施、意見募集の
実施等

11

高齢者福
祉課

富士見市保
健・福祉事
業推進委員
会

富士見市の高齢者保健・福
祉・介護に関する計画策定
に関する提言

委員１２名のうち、４０歳以
上（２号被保険者）・６５歳
以上（１号被保険者）の介護
保険被保険者代表として、公
募により３名の方が参加して
いる。

市の計画を策定するためのも
のであり、４０歳以上の被保
険者の市民の方の意見を取り
入れるため。

介護保険等の計画の作成にあ
たり、行政の対応だけでな
く、地域の被保険者の要望、
課題等の検討、地域の高齢者
の自身独自の介護予防の取組
み、各地域のボランティア団
体等との連携等に対する行政
施策の策定に大きな影響・効
果が上がっている。

公募の委員３名であり、市内６５
歳以上高齢者約１８，０００名の
代表としは、意見反映に限度があ
る。
他の市民参加についても、検討が
必要である。

要介護認定者・市内介護保険事業
者・居宅介護支援専門員に対するア
ンケート調査の実施
介護保険事業等計画（案）に対する
意見募集の実施等

12

健康増進
センター

わくわく子
育てトーキ
ング

富士見市母子保健推進員に
よる地域子育て支援事業

富士見市母子保健推進員連絡
協議会支部活動として、地域
の親子の「ママ友達作り」を
目的に、地域各公民館等を会
場に推進員有志により、年間
６回の「わくわく子育てトー
キング」を実施している。

富士見市母子保健推進員によ
る個別家庭訪問の希望者が減
少したことと併せ地域の子育
て中の親子への支援として、
育児の孤立化を予防し、協働
の子育ての推進を図ることが
可能と考えたため。

母子保健推進員による案内等
で、近所の子育て中の仲間の
存在を知ることができ、地域
に不慣れで積極的な育児仲間
作りが不得手な親の育児の孤
立感が減少し、育児情報を交
換できて育児が楽しくなり、
地域の一員としての自覚も期
待できる。

・母子保健推進員の任期が2年間で
あるため、任期交代時期の連携や
活動を進める際の技術研修などが
必要で、年度当初はこの支援活動
がスタートできない。
・活動は母子保健推進員連絡協議
会活動として行われるため、実施
回数などを決定するには、協議会
総会での承認が必要である。
・平成１８年度より「こんにちは
赤ちゃん事業」として、生後２～
３か月の時期に全戸訪問を実施す
ることとなり、地域活動が過負担
となる推進員もいる。

・母子保健推進員の任期について
は、継続して検討する。
・推進員によらない地域での支援が
定着しつつあり、今後は運営や開催
回数・会場等について連絡協議会役
員との十分な検討を実施する。
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「市民参加・協働に関する取組み調査」内容別結果一覧 調査期間:平成19年7月9日～25日

【現在市民参加を行っている事業】

担当課 事業名 事業概要 市民参加の方法 この方法を取り入れた理由 この市民参加実施による成果
この市民参加実施上の問題点・課題

点
左記問題点の解決方法及び
より発展させるための工夫

13

健康増進
センター

高齢者いき
いきふれあ
いセンター
業務運営

虚弱高齢者閉じこもり予防
の介護予防施設としての利
用者への対応

・コーディネーターと協力
し、高齢者いきいきふれあい
センターのサポーターとし
て、利用者の話を聞き、利用
者が安心し快適に過ごせるよ
うに対応する。
・月１回の定例会で情報交換
や問題についての話し合いを
実施し、不安なく活動できる
ようにしている。

高齢者がこのまちに住んでよ
かったと思えるまちづくりを
実現するためには、地域住民
の参加が不可欠であり、コー
ディネーターと共に、利用者
が安心して出かけられる場所
を作るためにボランティアと
して参加していただいてい
る。

独居の方や、昼間一人で過ご
している方の憩いの場とな
り、毎日そこへ行こうという
気持ちがあることで、外に出
るきっかけができる。また、
地域に住む市民が加わるため
に、利用者同士、利用者とサ
ポーターなど、知り合いが広
がっていき、地域での見守り
の効果もある。

・他のボランティアとの掛け持ち
で活動している方が多く、個人で
の参加のため、サポーターの入れ
ない日も多い。また、サポーター
の高齢化もあり、地域に呼びかけ
るが、新たなサポーターが見つか
らない状況。
・「高齢者いきいきふれあいセン
ター」運営管理の委託について、
現在、社会福祉協議会と話し合い
を進めている。委託後も、セン
ターの目的に沿った体制が維持で
きるように、協議が必要。
・サポーター活動は、利用者個人
個人との関わりなので、高齢者い
きいきふれあいセンターでのサ
ポーターと利用者の関わりと、市
民同士の関わりの区別がつきにく
い。

・サポーター養成講座を鶴瀬西地区
を中心にＰＲする。
・安心して活動できるよう、定例会
での意見交換や、利用者やセンター
にとって一番大切な事は何かを考
え、皆で共通認識を持つ場としてい
くことを今後も継続していく。
・委託については、移行期間を設け
て、十分な話し合いを持って進めて
いくことが必要。

14

まちづく
り推進課

公園整備事
業（協働に
よる公園づ
くり）

計画設計段階から市民の意
見を反映した協働による公
園づくり

・関連団体への個別通知によ
る参加
・町会回覧による住民説明会
の開催通知による参加

・幅広い階層からの意見聴取
・近隣住民からの意見聴取
・市主導による公園整備から
住民参加により地域の方が利
用しやすい公園づくりへ･･･
・その後の維持管理を視野に
入れた地域の公園に対する愛
着心への期待

・様々な意見、相反する意見
を交換し、中間的な妥協点を
導き出す課程を学び、公園と
いうひとつの｢かたち｣になる
ことで、愛着心につながる。
・その後の維持管理を含めた
市民と行政との顔の見えるよ
り良い関係強化につながる。

・そこに住む人、遊びにくる人と
の温度差の問題。（例：桜は遊び
にくる人は綺麗で良いが、住民
は、害虫発生等迷惑この上ない）
・一部の反対者により、中間的な
妥協点を導き出せず、計画が長期
化する。（例：公園の存在自体に
反対）
・多様なライフスタイルの社会情
勢から、どうしても出席者の層が
限られてしまう。
・行政批判の場となりやすい。

・こういった場を重ねることで、お
互いが中間的な結論の導き方のプロ
セスを学んでいく必要がある。
・反対者の意見・妥協点を｢聞く｣。
・ネットの普及により、広範囲な意
見聴取が可能になりつつある。（逆
に混乱を招く恐れもある。また、そ
の反映方法も難しい）

15

環境課 富士見市環
境審議会

環境の保全及び創造に関す
る事項等の審議、審査

審議委員として学識経験者、
市民団体、事業所の各区分か
ら推薦された市民及び公募に
より選出された市民
富士見市環境基本条例
富士見市環境審議会規則

環境の保全及び創造に関する
基本的事項について、市長が
諮問する機関として環境基本
法第４４条に基づき設置する
もの

学識経験者、市民団体、事業
者等の市民から、日常生活に
密接した環境の保全及び創造
に関する事項について直接意
見を聞くことにより、具体的
な施策の策定ができる。

審議委員は、学識経験者、市民団
体、事業者、公募市民など各階の
代表者等が推薦、自薦された特定
の市民であり、意見として持論を
強調する委員もある。

任期は２年であるが、改選時に選考
等多くの市民の意見を聴取できるよ
う配慮していく。

16

産業振興
課

市民商業モ
ニター

市内商店街の活性化のた
め、市民から見た店づくり
などの評価や改善提案を行
い、特色ある店や商品づく
りを支援する。

・毎年８月頃の広報ふじみや
市のホームページにて参加者
を募る（定員２０名）
・毎年９月頃から翌年２月頃
まで、会議約３回と実地調査
１回を実施している。

平成１５年度に「富士見市商
業活性化ビジョン」を、平成
１６年度に「富士見市中心市
街地活性化基本計画」を策定
したが、その両計画に行うべ
き事業として「市民商業モニ
ター」が明記されていたた
め。

平成１７年度から２年この事
業を行った。調査対象となっ
た商店会の意識改革を促すこ
とが目的であったが、ほとん
どその成果は得られていな
い。

もともと市民商業モニターの受け
入れを希望する商店会がほとんど
なかったことでもあきらかなよう
に、商業者のこの事業に対する意
識はかなり低く、行政主導の事業
の行い方に問題があった。

市民商業モニターは廃止の方向で検
討し、商業者の意見を聞きながら、
新たな事業を行っていきたい。
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「市民参加・協働に関する取組み調査」内容別結果一覧 調査期間:平成19年7月9日～25日

【現在市民参加を行っている事業】

担当課 事業名 事業概要 市民参加の方法 この方法を取り入れた理由 この市民参加実施による成果
この市民参加実施上の問題点・課題

点
左記問題点の解決方法及び
より発展させるための工夫

17

鶴瀬公民
館

子育て学習
支援事業

子育てサロン／ほっとたい
む・ハートフルタイムの開
催
おかあさんのステップアッ
プ講座の開催

サロン、ステップアップ講座
の企画・運営に市民スタッフ
として参加している。

おかあさんに近い立場の「子
育てサロン」ＯＢにスタッフ
として係わってもらうこと
で、おかあさんの悩みや交流
の手助けができるため。

通年型サロンとして定着して
いる。
企画から運営まで市民スタッ
フが行っている。

市民スタッフが若いママさんのた
め、子どもが幼稚園や小学校へ入
学すると
職に就く傾向にあることから、ス
タッフとしての継続性が難しい。

スタッフ養成講座の開催。

18

鶴瀬公民
館

介護予防サ
ロン事業

うたごえサロン（火曜日）
おしゃべりサロン（水曜
日）
ひだまりサロン（木曜日）

サロンの企画・運営を市民ス
タッフが行う。

介護予防の一環として、虚弱
高齢者・中途障害者の居場所
づくりを目的に、市民主体の
運営を目指して取り入れた。

通年型サロンとして定着して
いる。
企画から運営まで市民スタッ
フが行っている。

スタッフの力量向上、新たなス
タッフの養成が課題である。

スタッフ養成講座の開催。

19

鶴瀬公民
館

わんぱく広
場事業（学
校５日制対
応事業）

毎月１回　土曜日午前中
に、手芸・料理・あそびの
コーナーを開催

企画・運営をすべて市民ス
タッフにより実施。

遊びや手づくりを伝承できる
市民をスタッフにお願いして
開催。

毎月、楽しみにしている子ど
もたちがおり、定着してい
る。

市民スタッフの拡充、他の子ども
事業との連携

20

鶴瀬公民
館

ふじみ青年
学級

毎月１回　日曜日午前・午
後に、知的障害者の学習・
文化・レク事業を実施

市民スタッフの協力により実
施。

ボランティァスタッフの協力
なしでは実施不可能であるた
め。

市内で唯一の知的障害者の居
場所となっている。

市民スタッフの拡充。なかなかボ
ランティァが集まらない。
有料ボランティァも含め持続可能
な体制の確立が課題。

21

鶴瀬公民
館

つるせ公民
館だより発
行事業

地域の情報や公民館情報を
毎月、館内に全戸配布して
いる。

・広報による募集。委員、職
員からの推薦、自薦

・さまざまな年代、地域の編
集委員を募るため

・住民の視点から企画・構成
した地域の課題や話題を取り
上げているため、地域に目を
向けるきっかけを提供でき
る。

・編集委員の拡充体制、編集作業
の分担
・地域情報提供者の掘り起こし

・紹介してもらうとともに、人脈を
開拓していく。
・２班体制にわけ、取材・原稿執
筆・構成を行うように提案し続けて
いる。
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「市民参加・協働に関する取組み調査」内容別結果一覧 調査期間:平成19年7月9日～25日
【今後市民参加することが考えられる事業】

担当課 提案事項 提案理由 具体的事業内容 実施の目途 効果と問題点・課題点

1

政策財務課 第５次基本構想
策定事業

市の最も基本的な計画である基本構想（第5
次：平成23年度～32年度）の策定にあたって
は、自治基本条例の趣旨にのっとり、より一
層の市民意見の反映を図っていく必要がある
ため。

・審議会の開催
・市民懇談会の開催
・市民意識調査の実施
・パブリックコメントの実施
・素案等に対する市民説明会の開催

平成21年度～22年度 〈効果〉
・基本構想に多くの市民意見を反映することができる。
・富士見市のまちづくりに対して、関心を持っていただ
く機会になる。

〈問題点・課題点〉
・議会に諮る必要があることから、パブリックコメント
の実施も踏まえ、計画的なスケジュール管理が必要であ
る。

2

鶴瀬西交流
センター

交流センター運
営委員会の設置

現在、公民館やコミュニティセンターとの施
設利用についての協議・調整は行っているも
のの、生涯学習全体としては調整できていな
い状況です。また、類似施設である公民館に
おいては公民館運営審議会が設置されてお
り、交流センターにおいても同等の委員会が
必要です。
交流センターが、地域の生涯学習と交流の場
としてより発展していく上で、市民参加の運
営委員会は欠かせないものです。

交流センター運営委員会（もしくは、ふじみ
野と鶴瀬西交流センターの2つに分かれた運
営委員会）の設置
センター運営全般の協議と各事業の推進

平成19年度　検討
平成20年度　設置

<効果>
・市民参加、市民主体の施設運営ができる。
・各施設間の統一的な運営が図れる。
・まちづくりへの寄与と自治意識の向上

<問題点・課題点>
・生涯学習体系上の位置づけをもっていないので、それ
を明確にすること。

3

産業振興課 ふじみブランド
の制定

富士見市の名産は？、富士見市のお土産品
は？などと聞かれ、答えられない経験をされ
た方は多いと思います。「富士見と言えばこ
れ」というものを作り出せればそれを基にし
た商品販売や付加価値をつけた新たな地域活
性化ができるのではないかという発想から、
ふじみブランドを作ろうと考えています。そ
れをうまくＰＲしていき、地域活性化や新た
なまちづくりに発展していければよいと思い
ます。

・新たに農産物や商品を開発し、ふじみブラ
ンドとするには費用と時間がかかりすぎるの
で、現在あるものを生かし、それをふじみブ
ランドとすることを考えている。
・１つのものをふじみブランドとして売出す
か、あるいは富士見市認定としてそれぞれの
分野から複数のものを売出すか、検討してい
く。
・これらを消費者である市民参加（市民主導
型）にて作り出したい。

平成１９年度及び２０年度に調
査、検討をする。実施は２１年度
を目途としたい。

この種の事業で他市の状況をみても、行政主導型で行っ
てうまくいくことは少ない。どのように市民に参加して
もらい、消費者主導のふじみブランドづくりを行ってい
けるかが問われていると考えます。

4

産業振興課 市民が選ぶ「ふ
じみ何でもベス
ト３０」の選出

観光事業の一環ですが、テレビ東京の地域情
報番組「アド街っく天国」に習い、ふじみ何
でもベスト３０を作り、広く市民や市外の方
に隠れた富士見市の場所や店などを知ってい
ただき、ＰＲの一環としたい。それを市民参
加型で行っていきたい。

・市民に対しメール、ＦＡＸ、ハガキなどで
これぞ富士見というものを広く募集する。
・市民から１０人くらい公募し、選考委員会
を立ち上げる。
・選考委員会で選考し、ベスト３０を選出す
る。
・選出されたベスト３０をチラシやホーム
ページ、マスコミなどを利用し、広くＰＲし
ていく。

他事業との絡みから、２２年度に
行いたい。

・あらかじめ選考基準を明確化しておく必要がある。
・内輪になりすぎないよう、また行政の意見が入り過ぎ
ないよう、そのさじ加減がむずかしい。
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「市民参加・協働に関する調査」内容別結果一覧 調査期間:平成19年7月9日～25日
【現在協働を行っている事業】

担当課 事業名 内容 事業形態 協働相手 協働相手の選定方法 協働事業の評価方法
この協働を行うことによる

効果
この協働を行う上での問題点・

課題点
左記問題点の解決方法及び
より発展させるための工夫

1

秘書広報
課

広報『ふじ
み』・市議
会だよりの
音声朗読
テープ作成
事業

視覚障害者などのため
に、広報『ふじみ』・
市議会だよりのテープ
版を作成し配布する。

委託 音訳グループ
かたりべ

昭和58年から「朗読奉仕者の
会かたりべ」（当時）が視覚
障害者の要望に応じ広報『ふ
じみ』など刊行物のテープ版
の作成・配布を行ってきた。
平成14年、広報『ふじみ』・
市議会だよりの音声朗読テー
プ作成業務を市の事業とした
時、これまで実績のある「音
訳グループかたりべ」（現
在）と委託契約を結び、協働
の相手として今日に至ってい
る。

テープ版作成の都度「音声朗
読テープ作成業務完了報告
書」を求め、委託契約の内容
の遂行の確認をすることによ
り評価をしている。

「音訳グループかたりべ」
は、作成のために特別日程を
組んでおり、短期間で利用者
にテープが届くこと、また、
市内の視覚障害者との交流を
図っている団体で市内在住者
のグループであることから、
配布を希望する市民の要望に
速やかに応えることができ
る。

今後の継続のためには、「音
訳グループかたりべ」の作業
体制の充実が今後課題となり
うる。また、テープ版からＣ
Ｄなどデジタル化の進行によ
り、機器類の充実も課題にな
るであろう。

現在は市社会福祉協議会によ
る会への支援（新規会員のた
めの音訳講座の開催、機器類
のメンテナンス、作業スペー
スの確保など）に助けられて
いる部分が多いと思える。今
後の発展のためには、市の障
害者自立支援法に基づく業務
に位置付けることが不可欠で
あろうと考える。よって担当
課と協議していきたい。

2

秘書広報
課

広報『ふじ
み』・市
ホームペー
ジ掲載写真
募集

市民が撮影した市内の
風景や地域の行事など
の写真を募集し、広報
『ふじみ』や市ホーム
ページ（フォトフラッ
シュ）に掲載すること
で、それらの内容充実
やより親しみのあるメ
ディアづくりの一助と
している。

事業協力 市民 広報『ふじみ』で「みなさん
の身近な話題をお知らせくだ
さい」と、市ホームページで
「このフォトフラッシュに
は、市民のみなさんからの市
内の四季折々の風景や行事な
どの写真を掲載しています。
ぜひあなたの作品をお寄せく
ださい」と広報し募集してい
る。

現在、明確な評価方法はない
が、応募者の人数が当面の指
標になりうる。

職員による撮影ではカバーで
きない市内の風景やイベント
などを、市民が「通信員」的
な役割を持って、写真による
情報提供をしていただけるこ
とから、より幅が広く親しみ
のある広報『ふじみ』・市
ホームページづくりができ
る。

撮影内容によっては、肖像権
や個人情報にかかわる点があ
り、広報『ふじみ』などに掲
載する場合確認が必要にな
る。

撮影者による確認など、投稿
の際の条件を知らせることで
解決できるところもある。ま
た、広報『ふじみ』などへの
掲載のための撮影であること
がわかるように、登録制度を
設け、用意した腕章などを身
につける方策についても考え
ていきたい。

3

協働推進
課

国際交流
フォーラム

多文化・多民族社会の
理解促進と国籍にかか
わらず同じ地域に住む
市民同士の交流の場と
して開催。

事業協力 認定NPO法人ふ
じみの国際交
流センター、
各種市民団
体、近隣大学
留学生

外国籍市民が望む交流のあり
方や日頃問題となっている情
報について把握している、外
国籍市民を支援するNPO・市
民団体に協力依頼している。

直接的な評価というものでは
ないが、事業開催後に事業協
力者としてのNPO、市民団体
にアンケートをとり、事業全
体の反省点を把握し次回事業
に生かすようにしている。

・幅広い分野で事業展開がで
きる。
・職員の視点だけで取り組む
のではなく、より来場者に近
い視点を含めて事業計画を進
めることができる。

・協働相手が固定化してきて
いる傾向があり、一般市民が
参加しづらい雰囲気になりや
すい。
・事業協力という形態のた
め、事業の趣旨や流れについ
て各団体の把握にばらつきが
見られる。

・協働相手の拡大のため、近
隣大学留学生の参加協力を平
成15年度から継続して行って
いる。
・全体説明会において事業概
要を説明し、各団体の位置付
け等を把握してもらう機会と
している。

4

協働推進
課

生活ガイド
６カ国語
ホームペー
ジ管理補助
事業

NPOが開設した外国語HP
の更新について、行政
情報の提供と管理補助
を行う。

補助 認定NPO法人ふ
じみの国際交
流センター

自治体国際化協会の宝くじ助
成を利用してNPOが開設した
HPは、富士見市の行政情報を
基に２市１町の行政情報を網
羅しており、NPOと２市１町
の協働が不可欠なものとなっ
ている。

平成１８年度新規事業で、平
成１８年度は年度末に２市１
町担当者及びNPOスタッフと
１年間を振り返っての意見・
情報交換会を持ち、平成１９
年度に向けた実施手順の確認
を行っている。

既存の５カ国語ガイドブック
の内容が掲載されていること
から、ガイドブックの改訂印
刷は今後見合わせ、最新情報
が掲載される生活ガイドHPに
よる情報提供に一本化してい
くため、印刷製本費のコスト
削減になる。

ガイドブックでは配付部数か
ら利用頻度がある程度把握で
きたが、HPの利用については
判断材料が少なく実際の活用
度については不明な点があっ
た。

HP設置の効果検証という意味
合いをNPO側でくみ取り、本
年５月からアクセス件数の記
録がHP内で確認できることに
なった。５月のアクセス数は
約9,000件。情報量の多い充
実した内容とするため、行政
のイベント情報も積極的に提
供していく。

7 / 16 ページ
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5

協働推進
課

国際化理解
ための職員
研修

地域の国際化進展を理
解するために職員を対
象にした研修を実施。

事業協力 認定NPO法人ふ
じみの国際交
流センター

外国人の今抱えている問題な
どを職員が直接聞き、職員と
して何ができるのかを考える
場とするため、外国人支援を
実施しているNPOスタッフが
講師となり、体験談をもとに
した研修内容としている。

協働相手を直接評価する方法
は取っていないが、研修後、
研修全般に関わる内容につい
て職員アンケートをとること
によって、次回研修内容につ
いて検討する際の判断材料と
している。

職員は外国人の抱える問題が
具体的にわかり実感でき、
NPOは市の仕組み・事業内容
等について触れる機会とな
る。

行政、NPO、それぞれの立場
において、特長を活かしなが
ら補完しあえる仕組みづくり
を考える機会となるような工
夫が必要。

研修という時間的制約がある
中で、研修の趣旨、テーマに
ついて企画段階から打合せを
密に持ち、プログラムを作成
していく。

6

協働推進
課

キラリふじ
み市民ボラ
ンティアサ
ポーター
（キラリス
ト）

レセプショニスト：
ホールでの入場案内、
会場誘導、もぎり等
アートスタッフ：広告
宣伝用印刷物のデザイ
ン制作
ホールスタッフ：舞台
にかかる作業の補助
写真（撮影スタッ
フ）：舞台撮影　保育
スタッフ

事業協力 市民 平成１４年度から広く市民に
一般公募を行い本格的に実施
した。
（市民公募に応じ、研修を終
了した者）

・市民アンケートを通じ、顧
客の満足度を調査することを
検討中

・文化会館が市民に身近で親
しみやすい施設になる。
・ボランティアスタッフ向け
に学習の機会を設け、制服を
支給するなどスタッフを「特
別扱い」することにより、自
信と誇りが生まれ、郷土に対
する愛着が深まる。
・ホール案内やデザイン、舞
台裏方の専門家に委託するよ
りも、運営コストの削減にな
る。

・ボランティア育成の難しさ
と意見集約の難しさ。事故が
あった場合の責任の所在はど
うするか。
・スタッフのモチベーション
を維持できるような適切な対
価と予算の問題、サービスに
対する評価方法等の確立。

・活動できるスタッフを確保
するため、より広く人材発の
アンテナを張り、出来るだけ
多くの市民の中から、キラリ
にふさわしいスタッフを公募
し、育成する。
・事故あった場合の対応マ
ニュアルや責任の所在の取り
決めをしておく。

7

協働推進
課

市民まつり
推進事業

市民のコミュニティ推
進を図るため、実行委
員会を組織し開催され
ている。

事業協力 市内各組織 ふるさと祭りに統合される前
の三祭りの参加各団体が引き
続き構成団体になっている。

幅広い市民参加により実施さ
れているが、三祭りのそれぞ
れの特性を引継いでいるの
で、各ブースごとに実施され
ている側面もある。実行委員
会で祭りの後に総括的な話を
していくことが必要です。

市全体の祭りであり、多くの
市民参加により実施されてい
る。各参加団体が祭りに集う
意義は大きい。

年間を通しての実行委員会が
開かれていないので、祭りの
反省・総括の基に次年度の祭
りの企画・検討がされないた
めに、時間不足のまま、祭り
の準備・実施に向ってしま
い、より掘り下げた検討がさ
れていない。
三つの祭りを1つにまとめた
ため、全体の祭りとしてのま
とまりに欠けている。

祭りを、原点に戻す。農業祭
の部分は農協の収穫祭に統合
する。環境フェアについては
環境問題に取り組む各種ＮＰ
Ｏに運営を委ねる。市民祭り
については、各地域で実施さ
れている地域祭りが実績を積
んでいるので、補助する形に
とどめ、全体のまつりは廃止
する。などを検討する。

8

協働推進
課

コミュニ
ティ推進事
業（ミニ鉄
道運転会）

昭和５４年に国際児童
年を記念し、緑の散歩
道むさし野に模型機関
車を走らせることので
きる「ミニ鉄道公園」
を設置。緑地公園での
運転会を月２回（第
２・第４日曜日）実施

委託 富士見市ミニ
鉄道クラブ

昭和５４年ボランティアの協
力で事業を開始し、市のレク
リエーションとコミュニティ
の場として事業がスタートし
た。

子どもから大人まで楽しめ平
成１８年度：一日平均１００
０人の利用がある。

児童の科学的興味を喚起し、
機関車の運転、取扱いを通じ
てボランティアの育成と地域
のコミュニティづくり及びボ
ランティア活動の養成等に大
きな効果がある。

運転会に出席するメンバーの
固定化する傾向がみられる。
将来的に継続的な活動が困難
になる可能性がある。市民よ
りも他市の会員が多い。

クラブのメンバー募集を市と
しても協力する。運転会日程
の公表とともに募集のお知ら
せも市広報メディアに載せ
る。公園内に会員募集の知ら
せなど啓発活動を行う。
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9

市民相談
室

外国籍市民
のための生
活相談事業

外国籍市民の抱える日
常生活の問題に関し
て、平成15年から「外
国籍市民生活相談」を
実施（毎週水・金曜日
午前10時～午後1時）
し、外国人支援事業に
実績のある認定NPO法人
に委託している。

委託 認定NPO法人ふ
じみの国際交
流センター

市民相談の充実を図る上で、
外国籍市民に対する相談窓口
も設置する必要性が生じたた
め、多言語対応可能で適切な
助言と指導を与えられる認定
NPO法人ふじみの国際交流セ
ンターに委託することになっ
た。

相談件数の統計及び報告書に
より、協働の必要性と充実を
評価していく。

・機動性と柔軟性のある認定
NPO法人に委託することで、
外国籍市民が安心して生活で
きる環境づくりの一助とな
る。
・市民相談室に限らず他の部
署が外国籍市民から直接相談
を受けた場合でも、認定NPO
法人を紹介することにより問
題の早期対処ができるように
なった。

外国籍市民の問題は、NPOへ
任せてしまえばいいという安
易な意識に職員が陥りがちに
なる。

・NPOからあげられる毎月の
相談報告書を確認すること
で、外国籍市民の抱えている
問題を随時確認していく。
・協働推進課で実施している
「国際化理解のための職員研
修」において、行政ができる
こと、NPOができること、そ
れぞれの特長を認識してもら
う。

10

ふじみ野
交流セン
ター

生涯学習事
業

生涯学習活動の相互交
流や住民交流・世代間
交流などをイベントを
通してはぐくむ取組
み。勝瀬ｄｅ縁日、ふ
じみ野文化祭等

共催 住民、施設利
用者

参加希望者（実行委員）を公
募。実施主体としての実行委
員会を組織。

特になし ひとつの目的に向けた活動を
共有することで、市民意識の
向上や地域コニュニティの形
成に役立てることができる。

　イベントの通例として、回
を重ねるごとに当初の目的意
識が薄れて、参加・開催する
こと自体が目的化するおそれ
がある。（マンネリ化、形骸
化）
　また、施設（職員）側が業
務として従事するため、施設
（職員）主導になりがちだ
が、施設サイドの脱事務局化
を図り、市民主導の取組みに
移行することが必要である。

　脱マンネリ化のためには、
前例にとらわれず、目的に向
かって常に新しい試みや見直
しを取り入れていくことが必
要。その際、前例主義に陥り
がちな市側の意識改革がまず
先決問題。
　市と市民が依存関係になら
ないような「対等」な関係づ
くり（合意づくり・明確な役
割分担）を進めていく必要が
ある。

11

鶴瀬西交
流セン
ター

鶴瀬西交流
センター生
涯学習事業

生涯学習の場として、
地域の活性化を生みだ
す生活課題や文化活
動、健康福祉の増進の
ためのスポーツ・レク
リェーション活動等、
幅広い主催事業を実施
しています。
・子どもひろば・パソ
コン講座・リラックス
タイム・西交サロン
等

事業協力 市民 ・準備会の段階で市民参加を
呼びかけ、応募いただいた
方々と事業内容を検討、実施
していく。
・事業内容にあった協力サー
クルを募集し、具体的内容を
検討し実施。

・各事業参加者の感想・評価
・事業実施後の事業運営者の
反省会

・住民自身が、身近な課題を
認識し学習し、課題解決に向
けた動きが主体的に展開でき
る。
・住民自身が主体的にかかわ
ることにより、参加者の増加
及び地域づくりにつながり、
より良い人間関係が広がる。

・地域住民に地域課題が認識
されないと、協力住民の拡が
りが出来ない。
・支え合いのシステムやス
タッフの育成、拡大。
・実践におけるサービス提供
の組織運営、責任の所在と協
働のあり方など。

・地域住民と連携を取りなが
ら事業展開をしていく環境づ
くりを目指して、ゆるやかな
協働を作っていきたい。ス
タッフを対象にした学習会や
気軽な意見交換会をもち、地
域住民が参加しやすい環境を
作り上げていきたい。
・住民が持っている特技・関
心を地域に還元してもらう手
立てをつくる。

12

鶴瀬西交
流セン
ター

水曜学級
（高齢者）

60歳以上の方を対象
に、学びと交流の場を
提供し、活動について
は、全体会（共通の課
題をテーマにしたも
の）・サークル活動
（趣味を主体としたも
の）など。企画運営に
ついては、運営委員会
が進められておりま
す。

事業協力 市民 学級生の互選により運営委員
会を選出。

基本的には、学級生の自己評
価であるが、運営委員会にお
いて、反省を含め協議（検
討）をしている。

高齢者の主体性が生かされ、
生きがいづくりの場となって
いる。

運営委員の固定化及び活動内
容のマンネリ化。

運営委員については、若い世
代の方が積極的に参加できる
ような学級づくりに心掛け
る。
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13

鶴瀬西交
流セン
ター

鶴瀬西交流
センターだ
よりの発行

鶴瀬西交流センターだ
よりの発行（月1回）
同編集会議の開催（月2
回）

事業協力 市民（編集委
員）

推薦・指名または公募 編集委員による自己評価（毎
月の反省）
将来的には、市民（読者）に
よるモニター制の導入が課題

市民（地域住民）の生活課題
や意識に基づいた身近な広報
（ミニコミ）が発行できる。
市民への地域課題・学習材料
の提供と地域をより身近に感
じることができる。
編集委員の力量の向上

公平で公正な編集の確保
編集委員のスキルアップ
委員と職員の作業分担の明確
化と職員作業の負担軽減

研修や協議等による編集委員
会の力量向上
市民（読者）の声・ニーズ等
の把握
幅広い編集委員の確保

14

鶴瀬西交
流セン
ター

鶴瀬西交流
センター
フェスティ
バル

鶴瀬西交流センター利
用者及び鶴瀬西地域の
集会所等で活躍してい
る方々の日頃の発表の
場とし、展示発表、舞
台発表、模擬店、交歓
会などを実施する。

市民 準備会で内容、日程等の概要
を決め、参加団体を募集し、
実行員会を組織する。

開催後に反省会として実行委
員会を開催し、参加団体の感
想や意見を聞く。

・鶴瀬西交流センターが地域
の拠点として、認識が深ま
る。
・鶴瀬西交流センターの利用
者が、発表という目標を持っ
て参加できる。
・市民が事業に主体的に係わ
れるので、地域づくりに貢献
できる。

・実行委員として参加する市
民が、固定化しないよう留意
する必要がある。
・地域との連携を深めるた
め、鶴瀬西地域の14町会とど
のように連携していくか。

・幅広い利用者の参加を得て
開催できるよう、広く声を掛
けていく。

15

福祉課 地域福祉推
進事業

誰もが安心して暮らせ
る地域社会の実現に向
けて、福祉への理解と
啓発を行うため、実行
委員会方式で開催して
いる「ふじみ福祉
フォーラム２１」に対
する補助を実施

後援 市民 市内のボランティア団体や福
祉団体の関係者からなる実行
委員が開催する「ふじみ福祉
フォーラム２１」実行委員会
市、社協が事務局

ボランティアの育成や福祉活
動の普及と共に、現実におき
ている問題や課題に対して、
市民自らが行動し住みよい街
づくりを行うことを目標に実
施。

直接市民から意見を聞くこと
ができ、また、相互に信頼関
係を築くことにより、事業を
進めることができる。

現在この事業は、実行委員の
自主的で活発な活動により、
運営されている。そのため、
ボランティアである実行委員
にかかる負担もある。

共通の目的や目標を見失わ
ず、実行委員会で提起された
問題や課題については、互い
の信頼関係のもと、解決に向
けて共に協力する。

16

福祉課 福祉スポー
ツ大会開催
事業

実行委員会方式で実施
するスポーツ大会に対
し補助金を交付し事業
推進する

後援 市民 市が事務局で、身体障害者福
祉会や老人クラブ連合会、み
のり会、ひまわり会が実行委
員会を組織し、健康増進など
を目的にスポーツ大会を開催
する。

スポーツを通して健康を増進
するとともに相互の友愛を深
め、より豊かな生活を営むこ
とを目的に、参加者自らが実
行委員となり、スポーツ大会
を開催する。

スポーツ大会の開閉式や大会
運営に係る役割分担を実行委
員が行うことにより職員の負
担が軽減される。

スポーツ大会の開催にあたっ
ての細かな取決めを行う必要
がある。

綿密な打合せを行う。

17

子育て支
援課

青少年の居
場所づくり
と青年ボラ
ンティア育
成事業

月１度中・高校生の居
場所 づくりと青年ボラ
ンティア交流会として
児童館を夜間開館（試
行）している。この事
業を青年ボランティア
グループ「遊びの夢広
げ隊」と共催して実施
している。またお泊り
会や他の事業について
も共催または事業協力
者 として連携を深めて
いる。

事業協力
共催

青年ボラン
ティアグルー
プ「遊びの夢
広げ隊」

平成８年よりプレイリーダー
としての活動実績はあった。
その後会の名称やメンバーも
変わったが活動は継続してい
た。平成１７年に県のモデル
事業として指定されてお泊り
会や青少年の居場所づくりを
実施した。平成１８年度も県
の補助金を受けて事業を継続
した。平成１９年度も県の補
助金を予定して市の当初 予
算化して事業を継続してい
る。このような経過で連携し
ている。

平成１８年度も県の補助金を
受けて事業を実施した際、専
門家も入った報告会を実施し
て報告集も出ている。青年の
自立促進のためのボランティ
ア活動の促進と居場所づくり
は高く評価された。

子どもにかかわることによる
青年の自立促進の場。青少年
の居場所を作り交流すること
による自立促進の場。子ども
たちにとっても青少年と交流
することによって健全育成が
促進される。児童館としても
青年たちと協働することで多
彩な事業展開が実現できる。

ボランティアグループのメン
バーと活動の財源確保
ボランティアの遊びの指導技
術の向上

ボランティアの遊びの指導技
術の向上については講師を招
いての講習会を実施した。メ
ンバーについてはポスターや
チラシを作成・配布している
がまだ目立った効果はないの
で今後とも継続して取り組
む。財源については平成１９
年度は市の当初予算化をして
県や国庫補助からの財源確保
の予定。
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18

子育て支
援課

館内幼児向
け事業（お
やこ広場）
とプレイヘ
ルパー養成
講座

児童館は平成１２年度
に学童が移転し平成１
４年に大規改修工事を
行った。館内利用を促
進するため、おやこ広
場を平成１３年よりボ
ランティアグループ
『ぶらんこ』と共催し
て実施。又ボランティ
ア養成講座も平成１０
年から『ぶらんこ』と
共催していっている。
平成１９年度補助金
（４万円）交付。

事業協力
補助
共催

子育て支援ボ
ランティアグ
ループ　プレ
イヘルパー
『ぶらんこ』

平成９年に児童館事業として
ボランティア養成講座を開催
して、受講生によるボラン
ティアグループが結成され今
日まで活動している。このグ
ループと養成講座や他の児童
館事業において連携してい
る。

特に予定なし 行政（児童館）だけで実施す
るのではなく、子育ての経験
者や保育関係の資格を持つボ
ランティアと連携することに
より、より事業の充実が図ら
れる。また、子育てしやすい
地域づくりや市民同士が助け
合う地域づくりを促進でき
る。

ボランティアグループのメン
バーの確保（他の活動や就労
による）

毎年共催で養成講座を開催し
メンバーの確保に取り組んで
いる。

19

子育て支
援課

子育てサー
クル支援事
業

市内の約２０サークル
に指導者を派遣して遊
びの指導を実施して支
援をしている。また、
サークル代表者 、ＯＧ
で組織された、富士見
市サークルネットワー
クと共催して情報紙や
マップの発行、子育て
まつり、サークル交流
会などを実施してい
る。

補助
共催

富士見市子育
てサークル
ネットワーク

子育てサークル支援やサーク
ルの情報交換会を児童館と実
施しながら、ネットワークづ
くりをしてきた。平成１７年
に県のモデル事業に指定され
たのをきっかけにネットワー
クができ、現在協働してい
る。

平成１８年に青山の子供の城
から補助金をもらって事業を
実施した。その成果を全国
フォーラムの分科会で発表し
参加者や助言者から高い評価
を受けた。報告集でも詳細に
報告された。

子育てサークル支援や子育て
支援事業を実施するとき、行
政だけでなく、子育て経験者
や子育て中の母親が参加する
ことにより、より有効で多彩
な事業の実施が見込まれる。
また母親自らの育ちの場とも
なりえる。

子ども連れでの活動となるの
で、行政との連携、バック
アップも必要。また財源確保
も課題である。平成１９年度
は市補助金（４万円）交付。

平成１９年度の事業費は市の
当初予算に見込み、国庫補助
により財源確保をした。

20

健康増進
センター

食生活改善
料理地域伝
達事業

食生活改善料理地域伝
達講習会（健康づくり
料理講習会）を開催６
会場、年４８回開催

委託 富士見市食生
活改善推進員
協議会

市内で食を通して健康づくり
を推進しているボランティア
団体

事業実績 ・自宅に近い公共施設で「健
康づくり料理講習会」を定例
的、継続的に受けることがで
き、生活習慣病予防のための
情報や技術の提供を受けるこ
とにより、健康づくり行動へ
のきっかけになっている。
・食生活改善推進員が自覚と
責任を持って「食」に関わる
地域のリーダーとして活躍で
きる。

・情報発信源として食生活改
善推進員は、正しい情報と知
識を獲得するため、随時研
修、学習する必要がある。
・現在の食生活改善推進員が
高齢になりつつあるので、若
い推進員の養成を
考えていかなければならな
い。
・技術援助、研修援助、その
他運営に関する相談等行政側
に頼ることも多い。
・会場として利用できる施設
が限られている。

・食生活改善推進員の育成、
養成を継続していく。
・食生活改善推進員や「健康
づくり料理講習会」の事業Ｐ
Ｒを図っていく。
・食生活改善推進員としての
自覚と自信を持って活動でき
るように支援していく。

21

健康増進
センター

介護予防事
業における
地域介護予
防活動支援
事業

市内各地域において行
われている高齢者サロ
ン活動育成支援

事業協力
その他
（育成支
援）

市民ボラン
ティア、社協

サポーター養成講座を終了し
た者及びサロンボランティア
として活動する意識のある人

・市内高齢者のサロン数の変
化
・健康相談・教育の依頼件数

・健康講座や健康相談をサロ
ンで行うことで、高齢者だけ
でなく住民へボランティアも
健康についての意識や介護予
防の知識を広めることができ
る。
・職員が日時を限定して行う
ものだけでなく、地域の中で
取り組むことで、継続的で住
民どうしで支えあえるまちづ
くりにつながる。

・地域によって、高齢化の問
題をとらえていないところも
あり、介護予防の取り組みが
できているところとそうでな
いところとの地域差が生じて
いる。
・すでに取り組みがされてい
る地域であっても、全体的な
傾向としてボランティア不足
の問題があり、協働参加する
市民の発掘が困難である。

・地域ごとに関係機関と連携
をとりながら、介護予防につ
いての学習を重ねていく必要
がある。
・施設整備など関係部署と協
議しつつ、地域で活動しやす
い環境づくりをしていく必要
がある。
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22

健康増進
センター

介護予防事
業における
地域介護予
防活動支援
事業（高齢
者、障害者
地域活動支
援、地域リ
ハビリ推進
連絡会、交
流集会）

疾病や加齢による機能
低下後の、地域での主
体的な生活・社会参加
支援介護予防・機能訓
練事業「生活機能アッ
プいきいき教室」（以
下、教室）修了者等に
よるリハビリ自主グ
ループが、現在市内に8
団体存在し、その代表
者からなる連絡会組織
とともに交流集会事業
等を実施。

事業協力 市民 「生活機能アップいきいき教
室」修了者で希望する者

事業実績 リハビリ自主グループ8団体
は、それぞれの地域で活動中
であるが、他のグループとの
交流を図り相互に活動を充実
させたいとの要望があり、
H15・３月各グループの代表
からなる実行委員会により第
1回地域リハビリ推進交流集
会と記念講演会とを実施し
た。この経験からグループ相
互を連絡する組織の必要性が
提起され、H16年度に連絡会
が立ち上がり、その活動の柱
として、定例的に交流集会等
を実施するようになった。と
いう経緯によりこの方法と
なった

リハビリ自主グループに新入
会者が少なく、各グループや
連絡会を運営するメンバーが
高齢化し後継者不足が起きつ
つある。
・グループごとに、地域に門
戸を開き会員獲得に努めてい
るが、教室を経験せずに入会
する人には自主運営の責任や
意義が浸透しておらず、定着
しない。
・介護保険施行後、老人保健
事業の位置づけが曖昧とな
り、上記協働を進めていく上
で核となる教室への若年参加
者が減少している。

・ボランティアの育成
・グループ会員のステップ
アップ研修（既存のボラン
ティアも対象。より魅力的な
活動を展開するために、新人
の迎え入れ方、など）
・教室の有効性をより明確に
し、地域における教室の意
義、役割につき関連機関と合
意形成を図り、協力体制を作
る。
・介護予防事業対象者（介護
保険非該当者、介護保険未利
用者、一般高齢者若年層）に
対しては、より積極的に広報
していく

23

まちづく
り推進課

緑化推進事
業（協働に
よる公園管
理）

市民ボランティア、地
域住民による自主管理
団体等が実施する公園
の維持管理（草刈・清
掃・花壇管理等）活動
を市として支援協力し
ていくとともに、この
ような団体を育成して
いく。（具体的には：
人員、苗・土などの材
料費等の援助）

その他
（公園の
協働管
理）

市民・地域住
民団体

・自主組織団体
・広報による公募
・チラシ等による個別呼びか
け

・現在のところ特にないが、
市民の｢やる気｣につながる評
価方法を考えていく必要があ
る。
・行政としては、維持管理費
のコスト削減面で評価でき
る。

・緑の大切さ、保全、育成、
愛着心の育成
・行政としては、維持管理費
のコスト削減
・市民ボランティアを中心と
したこのような活動による地
域の活性化への広がり

・ボランティア活動費の負担
苦（市からの援助不足）
・活動のリーダーとなる人材
の不足（継続管理への不安、
他地域への広がりがない。）
・発起人としての市の役割や
その後の協働を行ううえでの
人員、財源不足。

・評価方法を検討するうえ
で、広く市民にこのような活
動を周知し、より多くの人に
関心をもってもらうことで、
参加協力の和を広げていく。
・活動のリーダーとなる人材
の育成を図っていく必要があ
る。

24

安心安全
課

水谷東地域
安心安全ス
テーション

水谷東小学校区におけ
る安心・安全なまちづ
くりを目指して、地域
住民が自主的な防災・
防犯活動を行い、市は
指導・助言並びに情報
提供等の活動支援を行
う。

事業協
力・後
援・共催
→　防災
訓練等
補助　→
自主防災
組織育成
補助金
委託　→
排水ポン
プ等の維
持管理業
務

水谷東小学校
区住民

度重なる水害体験を通して醸
成された地域コミュニティと
自主防災意識が地域風土とし
て定着し、本事業に積極的に
取り組む意欲を確認。

市民意識調査による満足度 水谷東地域の取り組みをモデ
ルとした自主防災防犯活動
が、市内の他地域で拡大して
いくこと

・リーダーの育成
・マンパワーに加え、必要経
費の助成
・協働のベースとなる地域コ
ミュニティの活性化

・リーダー研修会への参加促
進環境作り
・補助金交付制度の拡充
・地域公民館を核として、市
行政の各分野担当の連携によ
る地域住民への働きかけとコ
ミュニティ活動への支援
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25

環境課 富士見市環
境施策推進
市民会議

環境保全、廃棄対策に
関する調査・啓発・Ｐ
Ｒ事業

補助 平成１９年度
市内の活動団
体・事業所・
町会から選出
された市民

富士見市環境施策推進市民会
議会則
富士見市環境基本計画
富士見市環境基本条例

富士見市環境施策推進市民会
議総会（事業報告）

市民、事業者がそれぞれの役
割を認識することにより、協
働で実施する取組み、それぞ
れが独自に実施する取組み等
が明確になる。活動目的や内
容を広範囲に市民による市民
へのＰＲを継続的に行うこと
ができる。
職員も次の新たな取り組みや
関連業務の計画準備に従事で
きる時間が確保できる。

環境問題への取組みは個人個
人の認識と受け止め方に幅が
あるので優先課題や活動テー
マを決めるに当たり共通認識
を作り上げるまでに時間が必
要となる。また、環境問題の
取組みは個人個人の問題とし
て日常生活の身近なところか
ら解決できる事も多く継続し
た意識改革の取組みも重要と
なる。

市民、事業者等の個人個人の
認識や意識の差を埋めるため
会議の運営について自主的に
行う。また、各個人の体験や
様々な情報を収集し発表報告
する場を持ちながら全員で蓄
積・共有する。

26

環境課 ごみゼロ推
進活動

各種市民団体による地
区内の清掃活動

事業協力 町会、学校Ｐ
ＴＡ等各種市
民団体（昭和
４７年度か
ら）

富士見市集団資源回収実施団
体奨励金交付要綱（事前登
録）

富士見市集団資源回収実施団
体奨励金交付要綱（実績申請
報告）

・活動箇所の環境美化・保全
の向上等が図れる
・ごみの減量と分別、資源再
利用等の徹底が図れる
・地域・団体内の連携、環境
意識の向上が図れる

・個人のモラルの低下が著し
く捨てる場所・種類・量が低
下しない。
・回収ごみの分別の徹底が容
易でない。
・啓発・ＰＲを行っているが
改善が進まない。また、市内
の通過車輌や利用客の捨てる
ごみも多い。
・ごみ不法投棄の場所が市内
各道路やその植栽内や河川に
も集中してきており市外から
の大型ごみもあり広範囲で事
故等危険な場面も想定され
る。

・決め手となる解決方法はな
い。個人個人の日常生活の中
で環境問題を意識する啓発や
モラル・マナーの向上等のＰ
Ｒを継続し市民の日常的な監
視活動や地域のパトロール等
の組織的な活動が必要。

27

生涯学習
課

市民人材バ
ンクシステ
ム

市民参加による多彩な
市民活動を推進するた
めに、幅広い分野にお
ける人材を発掘し、そ
の情報を提供すること
により、市民一人一人
の多様な学習や活動を
支援していく。このシ
ステムの円滑な推進の
ために「市民人材バン
ク推進員の会」に人材
の発掘や情報提供につ
いて委託を行う。

委託 富士見市市民
人材バンク推
進員の会

「市民学び合いネットワーク
推進員養成講座」を実施し、
受講した方々に「富士見市市
民人材バンク推進員の会」の
設立を呼びかけた。

登録者と利用者の開拓、利用
促進のためのモデル事業の実
施、登録者交流会の開催、広
報紙の発行などを年度の事業
計画に位置づけ、毎月の定例
会において検討・検証を行っ
ている。

推進員の方々の地道な活動に
より、市民への周知が着実に
図られてきている。その結果
として、登録者の拡大及び利
用の促進の両面において、平
成18年度は①利用件数②利用
延べ人数③登録者数ともに格
段の進展が見られた。
①179件(83件)②12,761人
(6,083人）③133名(118名)
※(　)内は17年度

市民人材バンクシステムの運
営については、推進員の会へ
の全面委託を念頭にその方策
を検討・模索してきている
が、登録者の個人情報につい
ての取り扱いや推進員の会の
拠点施設、システムの浸透に
伴う営利規制の問題等を考え
ると非常に難しい状況であ
る。

推進員の会の定例会におい
て、登録者及び利用者の両面
から、より活用されやすい制
度の確立にむけて情報・意見
交換を行っていく。

28

生涯学習
課

地域子ども
教室推進事
業

学校等を活用し、安
全・安心な子どもたち
の居場所を設け、地域
の大人を指導者として
配置し、放課後や週末
等にさまざまな体験活
動、交流活動等を実施
する。

補助 市民 青少年の健全育成に関する団
体（PTA、子ども会育成会、
青少年育成市民会議など）、
町会、地区社会福祉協議会、
公民館利用団体、老人会等に
呼びかけた。

各地域の代表者、コーディ
ネーター等で組織する運営委
員会において評価を行う。

その地域の状況をよく知った
市民が企画・運営することに
より、地域の実情に沿った事
業展開ができる。
また、地域の大人が参加して
事業を進めることにより、人
同士の結びつきが生まれ、地
域コミュニティ再生にもつな
がる。

・現在、６小学校区において
事業を実施しているが、それ
ぞれ地域の実情がちがうた
め、その取り組み内容に差が
出てしまう。
・また、万が一、事故が発生
した場合の補償等の内容を明
確にし、事業協力者が安心し
て活動できるよう環境を整え
る必要がある。

・運営委員会において情報交
換等を行い、地域間の交流を
深めることにより、それぞれ
の地域が力を発揮し、より有
意義な活動に発展させてい
く。
・事故が起きないよう、事業
協力者の意識の啓発をはかる
ための研修等を十分に実施す
る。また、万が一に備え、保
険等の加入について不備のな
いよう整備していく。
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「市民参加・協働に関する調査」内容別結果一覧 調査期間:平成19年7月9日～25日
【現在協働を行っている事業】

担当課 事業名 内容 事業形態 協働相手 協働相手の選定方法 協働事業の評価方法
この協働を行うことによる

効果
この協働を行う上での問題点・

課題点
左記問題点の解決方法及び
より発展させるための工夫

29

鶴瀬公民
館

富士見市子
どもフェス
ティバル開
催事業

毎年４月に子ども主体
のまつりを開催。
縁日部会・ふれあい
チャレンジ部会・ス
テージ部会がある。

委託 富士見市子ど
もフェスティ
バル実行委員
会

各部会の総括と実行委員会全
体での反省会の実施

毎年、約３万人の参加があ
り、市内の子どもに係わるほ
とんどの団体・関係者が実行
委員会へ参加して行ってい
る。

実行委員会の３役を構成して
いる、ＰＴＡ・育成会・放課
後児童クラブの役員が毎年交
替するため、実行委員会を完
全な形で委託できない現状で
ある。

準備段階や当日運営における
市民主体の運営が少しずつ定
着しつつある。

30

鶴瀬公民
館

富士見市民
大学開設事
業

市民大学講座の開催
公開講座・交流会の開
催
パンフレット・まとめ
集の発行

委託 富士見市民大
学推進市民の
会

推進市民の会での総括と実績
報告の中で評価を行ってい
る。

講座数のひろがりや内容の充
実。参画意識のひろがり。

推進市民の会の主体的力量の
向上と持続可能性の確保。

推進市民の会のＮＰＯ法人化
に向けた検討。

31

鶴瀬公民
館

地域・自治
シンポジウ
ム事業

毎年２月に市民活動の
交流と地域自治の学び
あいを目的に、分科会
形式とシンポジウム形
式のつどい事業を開
催。

共催 地域・自治シ
ンポジウム実
行委員会

実行委員会の中で総括を行っ
ている。

実行委員会が企画・運営を
行っている。

年間を通した市民活動のネッ
トワーク化。

ネットワークに向けた検討会
の開催。

32

鶴瀬公民
館

平和・憲法
啓発事業

ピースフェスティバル
の開催
広島平和祈念式典市民
派遣事業の開催
戦争体験話者派遣事業
の実施
平和学習会の開催

共催 ピースフェス
ティバル実行
委員会

実行委員会で総括を行ってい
る。

実行委員会構成団体の特徴を
活かした企画・運営を行って
いる。

恒久平和への思いは大同小異
であるが、その現実を踏ま
え、平和やいのちを大切にす
るために行動できる実行委員
会構成団体の拡大とその自立
的組織化。

自立的組織化に向けた検討会
の開催。

33

鶴瀬公民
館

鶴瀬学級 地域に住む高齢者を対
象に教養講座と趣味ク
ラブを実施。

共催 鶴瀬学級運営
委員会

運営委員会で総括を行ってい
る。

運営委員会による企画・運営
を行っている。

運営委員の自立的関わりがま
だ充分でない。

34

鶴瀬公民
館

つるせ公民
館まつり

公民館利用団体が学び
の成果を発表する場で
あるとともに、公民館
活動を地域へ広げてい
く場。

共催 市民(つるせ公
民館利用者連
合会をはじめ
まつりに参加
している団
体・個人で構
成される公民
館まつり実行
委員会)

特になし。 参加団体から毎回アンケート
をとり、改善すべきところは
次回にいかすようにしてい
る。

参加団体相互の親睦が図れ
る。公民館利用者の増加。

高齢化とともに少人数のサー
クルが増え、参加団体が若干
減少傾向にある。

利用者だけでなく、地域のイ
ベントに位置づけるために
オープニングのセレモニーや
作品展示などに小学生や若い
世代へ参加を呼びかける。

35

鶴瀬公民
館

げんもりか
ん事業

げんもりかんと鶴瀬公
民館の共催。鶴瀬コ
ミュニティセンターを
活用し、地域住民が芸
術・文化に親しむ機会
を広げていく。

共催 げんもりかん 地域での芸術文化の振興とと
もに鶴瀬コミュニティセン
ターホールの活用を図ること
を目的に、自主的な企画・運
営を行う市民の団体

来場者から事業内容に関する
アンケートをとる。

・演奏会や映画会をとおし、
住民相互の交流の機会となっ
ている。

・企画・運営を行うメンバー
の増員
・地域の芸術文化関係者の掘
り起こし
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「市民参加・協働に関する調査」内容別結果一覧 調査期間:平成19年7月9日～25日
【現在協働を行っている事業】

担当課 事業名 内容 事業形態 協働相手 協働相手の選定方法 協働事業の評価方法
この協働を行うことによる

効果
この協働を行う上での問題点・

課題点
左記問題点の解決方法及び
より発展させるための工夫

36

鶴瀬公民
館

パソコン相
談室

高齢者、障害者、初心
者を対象に公民館にあ
るノートパソコンを活
用し、操作指導、技術
相談を実施。

その他
（協働）

PCサポートク
ラブ

インターネットやパソコン操
作など無料で学習支援を行う
団体

参加者人数
PCサポートクラブとの協議

・相談室を通し、パソコンの
技術習得ができる。
・住民相互の交流の場とな
る。

・公民館PCの老朽化。
・サポーター及び利用者の学
習機会の確保

・老朽化の問題について、パ
ソコン導入時に携わっていた
企画(政策推進室)、社会教育
課(生涯学習課)とも相談を
行っていたが、18-20年度の
後期基本計画でパソコンの導
入については不認定。情報政
策も関知しないとのこと。今
後も行政内部で協議が必要と
思われるが、PCクラブの方に
よるバージョンアップなども
視野に入れ、対応を考えてい
く必要がある

37

資料館 市民学芸員
制度

資料館や歴史の広場
（公園）の展示ガイド
や、体験学習の企画・
準備・指導・補助など

その他
（登録制
ボラン
ティア）

市民 ３年ごとに養成講座を開催。
養成講座を受講していただい
た方の中から、登録を希望す
る方を登録

展示ガイド対象人数、体験学
習参加人数の集計を行ってい
る。今後、市民学芸員の満足
度などを指標化したい

職員のみでは対応しきれない
規模・頻度の体験学習を開催
できるようになった。多様な
職業で培われた知恵を活かし
ていただくことで、事業の幅
が広がった

人数の増加により、市民学芸
員同士あるいは職員との間に
意思疎通が不足するように
なってきた／市民学芸員の年
齢層に偏りがみられる／自主
的な企画を財政的に支援する
ことが困難

月例会等において、活動目的
の共有をはかる／若齢層が応
募しやすい制度を検討する／
これまでの成果と課題をまと
め、他施設も参考にできるよ
うにしていきたい
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「市民参加・協働に関する取組み調査」内容別結果一覧 調査期間:平成19年7月9日～25日

【今後協働をすることが考えられる事業】

担当課 提案事項 提案理由 具体的事業内容 実施の目途 効果と問題点・課題点

1

針ヶ谷
コミュ
ニティ
セン
ター

針ヶ谷・みずほ
台コミュニティ
センター合同文
化祭

針ヶ谷・みずほ台コミセンを利用している団体及
び地域町会と協力して文化祭を開催しているが、
昨年度まで施設職員主導で行っている。
針ヶ谷コミセンは平成20年度より指定管理者制度
が導入される予定で、今後職員主導での実施は難
しい（みずほ台コミセンでは事業は行わない）と
考えられるため、実行委員会を組織し実施してい
くことが望ましいと考えられる。

針ヶ谷・みずほ台コミセンで活動してい
る団体に募集をかけ、地域町会（針ヶ
谷・西みずほ台）と連携して文化祭を開
催する。
実行委員会を組織して、職員は補助につ
く。
月1回程度の打合せ会を実施し準備を進
める。

平成19年度から実行委員会形式で参加
募集をかける。

<効果>
・参加団体同士の交流、地域町会との相互交流が図れる。
・職員の事務軽減が図れる。
<問題点>
・過去2回実施した合同文化祭が職員主導だったため、実行
委員会を組織するということで参加団体の減少の恐れがあ
る。
・実行委員会を組織すること自体が初めてということもあ
り、準備等がスムーズに進むか不安材料が多い。公民館と
違い利用者懇談会等がコミセンでは無いため、団体同士の
繋がりを作る上でも慎重に事を進める必要がある。

2

子育て
支援課

児童活動セン
ター及び関沢児
童館運営事業

児童活動センター及び関沢児童館運営事業（ファ
ミリー・サポート・センター事業を含め）は現在
市直営で実施している。しかし、少子化対策とし
ての子育て支援の充実や青少年の居場所づくりと
自立促進など質の高い施設づくりが今日的課題と
なっている。反面市の財政状況は苦しくこれ以上
のコスト増は望めない状況にある。よって市民と
協働による町づくりの観点から現在児童館で活動
してるボランティアグループを中心にしてＮＰＯ
法人を設立して、運営を担い市民の要望に応えら
れる施設づくりめざしている。

ＮＰＯ法人に運営を移行する中で、関沢
児童館、児童活動センター、ファミ
リー・サポートセンターの事業内容の充
実を図る。

平成２０年　ＮＰＯ法人設立
平成２１年　児童活動センター指定管
理者制導入準備
平成２２年　児童活動センター指定管
理者制導入
平成２２年　関沢児童館及びファミ
リー・サポート・センター指定管理者
制導入

効果・・これまで児童館にかかわり子育て支援の活動をし
てきた経験豊かな人たちがＮＰＯ法人を設立して運営す
る。このことによってこれまで行政ではできなかった柔軟
な運営や質の高いサービスをめざす。
課題・・ＮＰＯ法人の設立

3

高齢者
福祉課

高齢者見守り活
動とあんしん
ネットワーク会
議

地域の見守り活動により、援助が必要な一人暮ら
し、高齢者世帯等の高齢者を早期に発見する。ま
た、要援護高齢者が早期に適切なサービスや、援
助が受けられることにより、高齢者が地域であん
しんして暮らしていくことが出来る「あんしん
ネットワーク」の仕組みを作る。

①「あんしんネットワーク会議」の開催
地域包括支援センターを中心に、行政内
関係部署、社協、関係機関、民生委員、
町会等高齢者に関わる関係者による会議
を開催し、協議、連携することにより、
高齢者が安心して暮らしていける地域づ
くりを進める。
②地域包括支援センター、民生委員、高
齢者に関わる地域住民による日常の活動
による「見守り活動」および連携を進め
る。

今年度は高齢者台帳の整備を進めてい
る。また、行政内関係部署、社協との
話し合いを実施した。今後、更に、関
係機関や関係者との話し合いを進め
「あんしんネットワーク会議」を開催
できるように関係者との協議を進め
る。

①高齢者に対してそれぞれの部署や、関係機関等により支
援が行われているが、全体で話し合うことにより、連携が
密になり、高齢者に対する問題点の把握や、対応、支援が
よりよくすることが出来る。
②地域住民自身に、あんしんして暮らせる街づくりへの意
識が高められる。

4

安心安
全課

富士見市民安心
安全パトロール
隊（仮称）事業

住民が徒歩で町内を歩く「地域防犯パトロール」
は全町会で行われており、犯罪の抑制に大きな成
果を挙げているが、更なる活動の活発化や犯罪抑
止効果を得るため、青色回転灯装備車両によるパ
トロールを実施する。

各町会からの推薦者で構成される組織
（以下「パトロール隊」という）を結成
し、隊員が青色回転灯装備車両を運転、
パトロール対象は出身町会を中心に全市
域に及ぶ。

今年１２月の年末防犯活動に照準をあ
わせて実施を検討中。

＜効果＞
・地域防犯活動の更なる発展
・車両を使用する利点
　＝　①視覚効果による犯罪抑止
　　　②犯人が逆襲してきたとき比較的安全
　　　③広範囲を活動対象とできる
＜課題＞
車両を使用することで車両事故のリスクがある。飲酒運転
や無免許運転等、法令順守の教育・指導と運転時点での
チェック体制の確立が必要である。また、パトロールコー
スはあらかじめ決めておき、不慣れな道は運転しない、犯
人は原則追尾しないなどの基本マニュアルを作る。パト
ロール隊員については町会長からの推薦というフィルター
を通して地域コミュニティの中で信頼される人物を任命す
る。
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